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個別財務諸表等個別財務諸表等個別財務諸表等個別財務諸表等                                                

貸貸貸貸        借借借借        対対対対        照照照照        表表表表

     １４年３月期      １３年３月期     科 目            

  金   額  構成比   金   額  構成比

 増 減 金 額        

      百万円       ％       百万円       ％       百万円

     （ 資 産 の 部 ）

流    動    資    産 １９５,１５５ ５２.３ ２００,５１４ ５３.８ △  ５,３５８

   現 金 及 び 預 金                ４１,２３１ ４９,８６９ △  ８,６３８

   受 取 手 形                １,８６７ ２,３９２ △    ５２４

   売 掛 金                ７４,４１０ ７９,０８８ △  ４,６７８

   有 価 証 券                ２１１ ３,２３１ △  ３,０１９

   製 品 及 び 商 品                ３７,１６２ ３３,７６０ ３,４０１

   原 材 料                ５,８６１ ４,９５７ ９０４

   仕 掛 品                ６３９ ６３６       ３

   貯 蔵 品                ４９４ ５２２ △      ２８

   繰 延 税 金 資 産                ２,７３１ ７９０ １,９４１

   短 期 貸 付 金                ２４,９７８ １８,０８２ ６,８９６

   そ の 他                ５,６７０ ７,２８８ △  １,６１７

   貸 倒 引 当 金                △    １０４ △    １０５ １

固    定    資   産 １７８,１３９ ４７.７ １７２,３３２ ４６.２ ５,８０６

 有 形 固 定 資 産                ８３,３５６ ２２.３ ８７,５１１ ２３.５ △　４,１５５

   建 物                ２７,１３０ ２８,３７９ △  １,２４８

   構 築 物                ３,８３３ ４,０９６ △    ２６３

   機 械 及 び 装 置                １５,１８２ １６,０５１ △　  ８６８

   車 輌 運 搬 具                ２８４ ３７５ △      ９１

   工 具 器 具 及 び 備 品                １,１６１ １,３０８ △    １４６

   土 地                ３５,４７０ ３６,９８９ △  １,５１８

   建 設 仮 勘 定                ２９３ ３１０ △      １７

 無 形 固 定 資 産                ２,６５９ ０.７ ３,０１５ ０.８ △    ３５５

 投 資 そ の 他 の 資 産                ９２,１２３ ２４.７ ８１,８０５ ２１.９ １０,３１７

   投 資 有 価 証 券                ２３,８２４ ２３,８１９ ５

   関 係 会 社 株 式                ２６,６６３ ３０,７７７ △　４,１１３

   長 期 貸 付 金                ２５,６８４ １４,１１７ １１,５６７

   長 期 前 払 費 用                １５０ １６３ △      １２

   繰 延 税 金 資 産                １０,９３４ ８,４５６ ２,４７７

   そ の 他                ６,１２０ ５,３７６ ７４３

   貸 倒 引 当 金                △  １,２５４ △    ９０５ △    ３４８

   資 産 合 計              ３７３,２９５ １００.０ ３７２,８４６ １００.０ ４４８



－17－

     １４年３月期      １３年３月期     科 目            

  金   額  構成比   金   額  構成比

 増 減 金 額        

     百万円       ％      百万円       ％       百万円

  

     （ 負 債 の 部 ） 　 　
流    動    負    債 ９９,２８４ ２６.６ ９８,１０８ ２６.３ １,１７６

   支 払 手 形                ２,１３４ ２,２２８ △      ９３

   買 掛 金                ６９,０９９ ７２,７６５ △  ３,６６５
   １年以内返済予定長期借入金                     ３３６ ５ ３３０

   未 払 金                ４,２２８ ５,８２０ △  １,５９２

   未 払 法 人 税 等                ５,８９０ ８２０ ５,０６９

   未 払 費 用                １４,００１ １２,４０９ １,５９２

   預 り 金                ８４２ ８８５ △      ４３

   そ の 他                ２,７５１ ３,１７２ △    ４２０

固    定    負    債 ６５,２７４ １７.５ ６７,１７２ １８.０ △  １,８９７

   社 債                ３５,０００ ３５,０００ ０

   転 換 社 債                ８,９２１ ８,９２１ ０

   長 期 借 入 金                ３,６７５ ４,０１２ △    ３３６

   退 職 給 付 引 当 金                １５,４７６ １７,２１４ △  １,７３８

   役員退職慰労引当金                ２,２０１ ２,０２３ １７７

    負 債 合 計              １６４,５５８ ４４.１ １６５,２８０ ４４.３ △    ７２１

      （ 資 本 の 部 ）

資        本        金                ２４,１６５ ６.５ ２４,１６５ ６.５ ０

資 本 準 備 金                ４３,０８３ １１.５ ４３,０８３ １１.６ ０

利 益 準 備 金                ６,０４１ １.６ ６,０４１ １.６ ０

そ の 他 の 剰 余 金                １３５,０７７ ３６.２ １３３,６４２ ３５.８ １,４３４

   特 別 償 却 準 備 金                ２１９ ２７７ △      ５８

   海外投資等損失準備金                ３３ ３３ ０

   固定資産圧縮積立金                ６０９ ５０４ １０５
   固定資産圧縮特別勘定積立金 ２４４ － ２４４

   別 途 積 立 金                １２３,５８５ １２３,５８５ ０

   当 期 未 処 分 利 益                １０,３８５ ９,２４２   １,１４２

   ［ う ち 当 期 純 利 益 ］                [  ５,２１９] [  １,０６９] [  ４,１４９]

その他有価証券評価差額金 ３７７ ０.１ ６３２ ０.２ △    ２５４

自    己    株    式 △        ９ － △        ９

   資   本   合   計               ２０８,７３６ ５５.９ ２０７,５６６ ５５.７ １,１７０

   負債及び資本合計               ３７３,２９５ １００.０ ３７２,８４６ １００.０ ４４８
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    損損損損        益益益益        計計計計        算算算算        書書書書

     １４年３月期      １３年３月期 対前期科           目

金    額 百分比 金    額 百分比

増減金額

増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

（経常損益の部）            

営 業 損 益 の 部              

   売 上 高                 ６４４,８３３ 100.0 ６２６,６７６ 100.0 １８,１５６ 2.9

   売 上 原 価                 ５５０,５７２ 85.4 ５３４,１７３ 85.2 １６,３９８
   販売費及び一般管理費                 ７８,８５１ 12.2 ７６,３９７ 12.2 ２,４５４
   営 業 利 益                 １５,４０９ 2.4 １６,１０５ 2.6 △    ６９６ △  4.3

営 業 外 損 益 の 部              

 営 業 外 収 益              ３,５２７ 0.5 ３,４６３ 0.5 ６３
   受 取 利 息 及び配当 金                 １,６０９ １,５０９ １００
   そ の 他 の 営 業 外収 益                 １,９１７ １,９５４ △      ３７

 営 業 外 費 用              １,８８１ 0.3 １,７３２ 0.3 １４９
   支 払 利 息                 ９３４ ９３７ △        ３
   そ の 他 の 営 業 外費 用                 ９４７ ７９４ １５２

   経 常 利 益                 １７,０５４ 2.6 １７,８３６ 2.8 △    ７８１ △  4.4

（特別損益の部）            

特 別 利 益              ５,９３３ 0.9 １３,３６０ 2.1 △  ７,４２６
   固 定 資 産 売 却 益                 ５,９３３ ８０４ ５,１２９
   退 職給付 信託設 定益                 － １２,５５６ △１２,５５６

特 別 損 失              １３,３０３ 2.0 ２９,２００ 4.6 △１５,８９６

   有価証券評価損・売却損                 １,３５９ ２,２３５ △    ８７６
   子 会 社 株 式 評 価 損                 ４,７９２ － ４,７９２
   固 定 資 産 廃 棄 損                 ３２７ ３３４ △        ６
   商 品 評 価 損                 ２,９８８ － ２,９８８

   退職給付会計変更時差異償却 － ２３,７９７ △２３,７９７
   特 別 退 職 金                 ２,９３５ １,４６５ １,４６９
   貸 倒 引 当 金 繰 入 額                 ８０１ ６５９ １４１
   工 場 閉 鎖 損 失                 － ４０８ △    ４０８
   そ の 他 の 特 別 損 失                 ９８ ２９９ △    ２００

税 引 前 当 期 純 利 益                   ９,６８５ 1.5 １,９９６ 0.3 ７,６８８ 385.0

法人税、住民税及び事業税                    ８,７００ 1.3 ５,２５０ 0.8 ３,４５０

法 人 税 等 調 整 額                   △  ４,２３４ △ 0.6 △  ４,３２２ △ 0.7 ８８

当 期 純 利 益                   ５,２１９ 0.8 １,０６９ 0.2 ４,１４９ 387.9

前 期 繰 越 利 益                   ５,１６６ ８,１７３ △  ３,００７

当 期 未 処 分 利 益                   １０,３８５ ９,２４２ １,１４２
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    利利利利        益益益益        処処処処        分分分分        案案案案

科          目      １４年３月期      １３年３月期 増減金額

百万円 百万円 百万円

  当 期 未 処 分 利 益                   １０，３８５ ９，２４２ １，１４２

  特 別 償 却準備 金取崩 額                   ４８ ６４ △       １５

  固定資産圧縮特別勘定積立金取崩額 ２４４ － ２４４

計 １０，６７８ ９，３０７ １，３７１

これを次のとおり処分します。

  株 主 配 当 金                   ３，６５５ ３，６５５ ０

（ １株につき１６円 ） （ １株につき１６円 ）

  役 員 賞 与 金                   １３０ １３０ ０

   取締役分     １０５    取締役分     １０５

   監査役分      ２４    監査役分      ２４

  特 別 償 却 準 備 金                   １３ ５ ７

  固 定 資 産 圧 縮 積 立 金                   － １０５ △      １０５

  固定資産圧縮特別勘定積立金                   － ２４４ △      ２４４

  次 期 繰 越 利 益                   ６，８８０ ５，１６６ １，７１４

（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。
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重重重重    要要要要    なななな    会会会会    計計計計    方方方方    針針針針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

      満期保有目的債券              償却原価法（定額法）
      関 係 会 社 株 式                      総平均法に基づく原価法
      その他有価証券        
           時価のあるもの           期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入
                                    法により処理し、売却原価は総平均法により算定）
           時価のないもの           総平均法に基づく原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

     製品及び商品・原材料・仕掛品   総平均法に基づく原価法

     貯     蔵     品                       月次移動平均法に基づく原価法

３．固定資産の減価償却の方法

     有 形 固 定 資 産                       定率法を採用しております。（但し､兵庫工場及び徳島工場並び

                                    びに一部の貸与資産については定額法）

                                      ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設

                                    備は除く。）については定額法によっております。

     無 形 固 定 資 産                       定額法を採用しております。なお､自社利用のソフトウェアにつ

                                    いては､社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

                                    っております。

４．引当金の計上基準

     貸 倒 引 当 金                       一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

                                    債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

                                    計上しております。

     退職給付引当金                       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

                                    付債務及び年金資産の見込額に基づき、計上しております。

                                      なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務

                                    期間以内の一定の年数（１３年）による定額法により費用処理

                                    しております。

                                      また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存

                                    勤務期間以内の一定の年数（１６年又は１３年）による定額法

                                    により翌事業年度から費用処理することとしております。

     役員退職慰労引当金             役員の退職金の支出に充てるため、内規に基づく基準額を引当

                                    計上しております｡

５．リース取引の処理方法            リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

                                    ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

                                    る方法に準じた会計処理によっております。

６．ヘッジ会計の方法                ①為替予約のヘッジ会計の方法
                                         為替予約については、振当処理を行っております。
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                                    ②ヘッジ手段とヘッジ対象
                                         ヘッジ手段…デリバティブ取引（為替予約取引）
                                         ヘッジ対象…キャッシュ・フローが固定されその変動が
                                                     回避されるもの
                                    ③ヘッジ方針
                                         為替予約取引は為替リスク管理方針に基づき、取引権限
                                         及び取引限度額を定めた社内規程で運用しております。
                                    ④ヘッジ有効性評価の方法
                                         為替予約の契約締結時に為替リスク管理方針に従ってい
                                         ることを確認することで、有効性評価の方法としており
                                         ます。

７．その他財務諸表作成のための重要な事項

         消費税等の会計処理         消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（ 追 加 情 報 ）

  ＜ 自 己 株 式 ＞

    前期において資産の部の「その他」に計上していた自己株式は、財務諸表等規則の改正により当期末に

  おいては資本の部の末尾に表示しております。



－22－

 注注注注            記記記記            事事事事            項項項項
１．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

                                           １４年３月期                １３年３月期

２．有形固定資産減価償却累計額             ７２，６１０百万円             ６９，４４６百万円

３．保 証 債 務                            ２３，８０７百万円             ２６，７０１百万円

４．自 己 株 式                                 －                 1, 914株  2,810千円

５．ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引

   １）ﾘｰｽ物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高

累 計 額 累 計 額

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

工具器具及び備品 ３，８９５ ２，０２４ １，８７１ ４，８２８ ２，７５１ ２，０７６

車 輌 運 搬 具            ２，９０１ １，４８９ １，４１２ ２，５２９ １，０２０ １，５０８

そ の 他            １９４ １００ ９３ １６２ ６５ ９６

   合      計 ６，９９１ ３，６１４ ３，３７７ ７，５２０ ３，８３７ ３，６８２

   ２）未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額

                             １年内       １，２９０百万円               １，２４８百万円

                             １年超       ２，０８６百万円               ２，４３３百万円

                             合 計           ３，３７７百万円               ３，６８２百万円

   ３）当期の支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額

                支 払 リ ー ス 料                      １，３５６百万円              １，３３１百万円

                減価償却費相当額          １，３５６百万円              １，３３１百万円

      なお、リース物件の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額については、未経過リース料

    期末残高の金額に重要性が乏しいため、支払利子込み法により算定しております。

６．有  価  証  券（子会社株式及び関連会社株式）
      子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
７．税 効 果 会 計        
      繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
                                                      １４年３月期             １３年３月期

          繰 延 税 金 資 産          
              未払賞与損金算入限度超過額                           ７４６百万円           ５２６百万円
              未 払 事 業 税 否 認                           ５４３                   ９９
              商 品 評 価 損 否 認                        １,２５５                     －
              退職給与引当金損金算入限度超過額        ５,５４９              ５,６０４
              役 員 退 職 慰 労 引 当 金 否 認                           ９２４                 ８５０
              関 係 会 社 株 式 評 価 損 否 認                        ５,０６２              ３,０４９
              そ の 他                           ４５５                 ３７６
          繰 延 税金資産合計                                １４,５３７            １０,５０６
          繰 延 税 金 負 債          
              そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金                     △    ２７３           △    ４５７
              特 別 償 却 準 備 金                     △    １３３           △    １５８
              海 外 投 資 等 損 失 準 備 金                     △      ２３           △      ２３
              固 定 資 産 圧 縮 積 立 金                     △    ４４１           △    ４４１
              固定資産圧縮特別勘定積立金                               －           △    １７７
          繰 延 税金負債合計                               △    ８７２           △ １,２５９
          繰延税金資産の純額                                １３,６６５              ９,２４７
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１． 役員の新任及び退任（平成１４年６月２７日付予定）

１） 新任取締役候補

取 締 役             

［ﾊﾑ・ｿｰｾｰｼﾞ事業本部長］             
若   松    増   已 （現 ﾊﾑ・ｿｰｾｰｼﾞ事業本部長代行）

２） 退任予定取締役

   静岡日本ハム㈱
取 締 役             山    本      薫

   代表取締役社長に就任予定

２．役員の昇格（平成１４年６月２７日付予定）

専 務 取 締 役                現   常  務  取  締  役

［東京支社長・管理統括部長］             
庄   司    元   昭

 ［東京支社長・管理統括部長］             

                                                                             以    上


